
  

2008 年中国・四川大地震における建築物被害調査報告 
構造研究グループ 上席研究員  福山 洋 

研究員      諏訪田 晴彦、田尻 清太郎 
 

 

Ⅰ はじめに 

Ⅱ 調査地域 

Ⅲ 各地の被害状況 

１）映秀 

２）都江堰 

３）漢旺 

４）白鹿 

Ⅳ 建築物の被害の特徴 

  １）１階の破壊 

  ２）２階の破壊 

  ３）短柱のせん断破壊 

  ４）柱頭・柱脚の曲げ破壊または接合部での破壊 

  ５）階段が取り付く柱の破壊 

  ６）基礎と上部構造のずれ 

７）組積壁の破壊・脱落 

Ⅴ 復興状況 

Ⅵ 中国の建築物の耐震設計基準 

Ⅶ まとめ 

謝辞 

参考文献 

 
Ⅰ はじめに 

2008年5月12日午後2時28分頃、中華人民共和国・四川省

汶川県を震源とするマグニチュード7.9（米国地質調査所の発表、

中国地震局の発表は8.0）の大地震が発生し、死者・行方不明者

8万７千人以上、負傷者37万4千人以上、倒壊した住宅の世帯

数約652万5千世帯という甚大な被害が発生した１）。 

建築研究所では、発生直後より地震被害情報の収集や復興支

援に関する技術協力等を継続的に行なってきたが、地震発生後

約半年が経過した2008年11月4、5日に、中国同済大学の協力

により現地調査を実施した。この現地調査の目的は、建築物の

被害パターンなどの地震被害の特徴を把握し、今後さらに続け

られる復興支援に関する技術協力等に資することである。ここ

では、建築物の被害の特徴と復興状況等についての調査結果を

報告する。 

 
Ⅱ 調査地域 

本地震による被害は広範囲に及んでいるが、今回、調査を実

施したのは四川省内の映秀（エイシュウ、Yingxiu）、都江堰（ト
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コウエン、Dujiangyan）、漢旺（ハンワン、Hanwang）および白

鹿（バイルウ、Bailu）である（図１参照）。都江堰には、調査

を行った時点で比較的規模の大きな建物の被害が残っており、

また、映秀、漢旺、白鹿には、地震の被害をそのまま後世に残

すことが決定した建物群や断層があったため、これらの地点に

おいてはほぼ被災直後の状態を調査することができた。 

調査地域における最も一般的な建築物の構造形式としては、

枠組み組積造が挙げられる。これは、レンガの壁の周囲を鉄筋

コンクリート造の柱と梁で囲った構造であり、世界的にもポピ

ュラーな構造形式である。一方、都市部では、鉄筋コンクリー

ト造の柱梁フレームの中に、中空のレンガブロックを充填した

ものも多く見られる。これは、前者の枠組み組積造と似ている

が、柱と梁の断面寸法が大きく、また、レンガの壁を設けない

ことで広いスペースを確保できるところが、異なる点である。

また、1階が店舗で2階以上が共同住宅として使われる建築物で

は、店舗のスペース確保のために、1階のみ鉄筋コンクリート造

の柱梁フレーム構造とし、2階以上は枠組み組積造としているも

のが多く見られる。この形式では、2階以上の戸境レンガ壁が1

階ではなくなることがあるが、これは、兵庫県南部地震におい
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て被害が多く見られたいわゆるピロティ構造（下階壁抜け構面

を有する構造）と同様な構造形式となる。また、山間部の比較

的小規模な住居等では、鉄筋コンクリート造の枠組みを有しな

い、純粋な組積造も多く見られる。 

  

Ⅲ 各地の被害状況 

１） 映秀 

映秀は、推定震源の北東約 10km、都江堰市から北西に直線距

離で約20kmに位置しており、震源に最も近い町（鎮）のひとつ

である。ここは、都江堰市から汶川（今回の地震は中国では「汶

川地震」と呼ばれている）に向かう川沿いの道を車で約 1 時間

走った所にあるが、地震によってこの道は土砂崩れや落橋など

の被害が大きかったため、地震後数ヶ月は車で向かうことがで

きなかった。 

映秀では、主に漩口中学校を調査した。ここは、今回の地震

被害の記念碑とするために、地震直後の被災状況がほぼそのま

ま残されていることから、いくつかの典型的な被害パターンを

確認することができた。写真１は大きく傾斜した鉄筋コンクリ

ート造の校舎で、写真２のように、1階柱が曲げ破壊して大きな

水平変位が生じ、上部荷重を支えることができずに落階したと

考えられる。また、写真３、４は、敷地内にある枠組み組積造

の５階建て学生寮であるが、この建物は1階が完全に層崩壊し、

2 階以上も組積壁および鉄筋コンクリート造の枠柱に大きなせ

ん断ひび割れが見られるなど、甚大な被害が生じた。 

なお、映秀では、写真５のようにほとんどの建物が崩壊ある

いは大破していた。 

２）都江堰 

次に、震源から約 20km 東、成都市から約 60km 北西に位置す

る都江堰市内に残る複数の被災建物の調査を、都江堰市の協力

の下に実施した。 

都江堰では、写真６に示すように、１階が店舗で２階以上が

共同住宅という建物が多く見られるが、その構造形式は２階以

上が枠組み組積造、１階が鉄筋コンクリート造である。この種

の建物では、写真７のように２階以上の枠組み組積造の部分が

崩壊したものや、写真８のように２階のみに被害が集中したも

のが見られた。なお、写真７，８の建物は1990年代に建設され

たものである。 

３）漢旺 

震源から約 90km 東北東に位置する綿竹市漢旺鎮を調査した。

漢旺は、今回の地震で動いた断層の中央付近に位置すると考え 

写真３ １階が完全に崩壊した学生寮（映秀）

写真４ 写真３の妻面の１階部分（映秀） 

写真５ ほとんどの建物が倒壊した映秀の様子 



  

 

 

写真６ 都江堰で一般的な１階に店舗を有する共同住宅 

 

写真７ ２階以上の崩壊 

 

写真８ ２階に被害が集中した建築物 

写真９ １階に被害が集中した建築物 

 
写真10 ２階に被害が集中した建築物 

 
写真11 ２階以上に被害が分散した建築物 



  

られている。当該市内では公安警察により立入禁止となってい

る区域もあった。漢旺も、ある区域をそのまま地震記念碑とし

て残す計画があり、被害建物が取り壊されずに残っていたため、

地震直後の被害の様子を調べることができた。 

ここでは、道路沿いに中層の建物が比較的密集して並んでお

り、建物同士の衝突なども見られた。また、1階に破壊が集中し

2 階以上はほとんど被害が見られない建物（写真９）、2 階に被

害が集中している建物（写真10）、2階以上に被害が分散した建

物(写真11)、全階に被害が分散した建物（写真12）などさまざ

まな被害が見られた。 

４）白鹿 

震源から約 55km 東北東（成都の北北東、直線距離で約 40km

の彭州市中心部からさらに北北東方向に40kmほど山間部に入っ

たところ）に位置する彭州市白鹿鎮を調査した。白鹿では、白

鹿中学校（9年制、日本の小学校と中学校をあわせたものに相当

する）を視察した。この中学校も建物はすべて枠組み組積造ま

たは組積造である。ここでは、2棟の教室棟の間に断層が露出し

ており、それが上下に2mほどずれているが、枠組み組積造の教

室棟は被害は生じたものの何れも倒壊せずに残っていた（写真

13）。ただ、この2棟以外の組積造の建物はほとんどが倒壊して

いる（写真14）。ここも、敷地全体の被災状況をそのまま保存す

る計画のようで、敷地入り口や敷地内に被災状況説明の看板が

設置されていた。 

視察した中学校以外に、走行中の車中から多数の仮設住居が

見え、ときおり倒壊もしくは大破した民家も観察されたことか

ら、白鹿鎮全体の被害は大きかったと推察される。 

 

Ⅲ 建築物の被害の特徴 

今回の地震被害調査で見られた特徴的な被害パターンを以下

に整理して示す。 

１）1階の破壊 

写真3，4，15、16に見られるように、建築物の1階が破壊し

2階以上の部分が落階する（もしくは、落階しそうになっている）

被害形式であり、次のような原因が考えられる。 

写真 3，4 は枠組み組積造、写真 15 は組積造であるが、これ

らの構造では一般に全層で同じ断面や配筋とすることが多いた

め、各階の耐力はほぼ同じである。一方、地震力は一般に 1 階

が最も大きいため、相対的に 1 階が最も壊れ易くなる。もし、

組積壁の量が充分にあって、その強度で地震時に発生する力に

抵抗できる場合には安全な構造形式であるが、地震時の力に対

 

写真12 全階に被害が生じた枠組み組積造建築物 

写真13 2棟の教室棟の間に露出した断層 

写真14 倒壊した組積造建物（手前） 



  

 
写真19 1階柱と2階柱をつなぐ梁のせん断破壊（都江堰）

   

写真15 １階が大きく破壊された組積造（漢旺）      写真17 ２階に被害が集中した建築物（都江堰） 

          
写真16 下階壁抜け部分で大きく損傷した     写真18 ２階で大きく減じられた柱の寸法（都江堰） 

    １階の柱（都江堰） 

して組積壁の耐力が不足する場合には、1階が破壊され層崩壊を

生じる危険性がある。もともと相対的に弱い 1 階の組積壁が損

傷すると、その剛性と耐力が低下するため、さらに被害が 1 階

に集中するという進行性の危険な破壊につながる可能性がある。

このような、1階に被害が集中する現象は、張間、桁行の両方向

ともに考えられる。なお、1階が損傷を受けた段階では、下階壁

抜け架構に近い状況となるため、これまでに日本で被害が多く

見られたピロティ構造と同様な状況となる。また、日本と同様

に、鉄筋コンクリート造の下階壁抜け部分で 1 階の柱が大きく

損傷した例も見られた（写真16）。 

このような破壊を防止するためには、周辺フレームによる組

２階柱寸法 

１階柱寸法



  

             

写真20 短柱のせん断破壊（都江堰）           写真21 腰壁が先に壊れて短柱とはならなかった柱 

（写真20と同じ建物） 

    

写真22 柱頭・柱脚の曲げ破壊（映秀）       写真23 柱頭・柱脚の曲げ破壊（映秀） 

積壁の拘束の度合いを高めたり、壁や柱・梁の断面を大きくし

て層の抵抗力を高めることが考えられる。このような工夫を施

した場合の効果（面内の剛性と抵抗力）を実験等によって調べ

ることにより、その結果を適切に設計に反映させることができ

る。なお、その前提条件として、壁の面外破壊は適切に防止さ

れていなければならない。 

２）２階の破壊 

1階は比較的健全であるが、2階に破壊が集中している被害形

式（写真10, 17）であり、次のような原因が考えられる。 

1階が鉄筋コンクリートフレーム構造で2階以上が枠組み組積

造である複合構造の場合、1 階の鉄筋コンクリート造柱に比べ、

2 階の枠柱の断面は極端に小さくなっている場合が多い（写真

18）。梁間方向の耐力は組積壁の量に依存するが、桁行き方向の

耐力は柱の強度に依存する。2階の柱は小さく、組積の袖壁が取

り付いているが、この袖壁は比較的小さな変形で破壊するため、

結果として桁行き方向の耐力は1 階に比べて 2 階は小さい。こ

のため、2階に破壊が集中したものと考えられる。 

このような破壊を防止するためには、桁行き方向の応力伝達



  

 

写真24 階段が取り付く柱の破壊（映秀） 

 

写真25 基礎と上部構造のずれ（映秀）      

 

写真26 写真25の基礎と柱脚のディテール 

と組積壁の取り扱いを明確にするのが有効である。すなわち、

組積壁を構造体とするのであれば、その効果を実験等によって

調べ、結果を適切に設計へ反映させる。そうではなく、組積壁

を無視するのであれば、組積壁が早期に破壊し柱へ悪影響を及

ぼさないことを実験等で確認するか、もしくは柱との間にスリ

ットを入れる等の方法により組積壁に力が流れないようにし、

かつ、鉄筋コンクリート造のフレームのみで地震力に抵抗でき

るよう、適切に断面設計を行う必要があろう。 

なお、張間方向の柱の位置が、1階に比べて2階の方が外側に

張り出している場合があるが、その場合には、梁に大きな力が

作用することからせん断破壊している場合が見られた（写真19）。 

３）短柱のせん断破壊 

柱が曲げ降伏する前にせん断破壊で脆性的に壊れる被害形式

（写真 20）であり、多くの柱がせん断破壊すると、落階の危険

性もある。 

その原因は、柱に腰壁等が取り付くことで内法長さが短くな

り、入力せん断力が大きくなるが、柱のせん断耐力がそれを上

回っていないことである。 

この破壊を防止する対策としては、短柱の場合の大きな入力

せん断力よりも柱のせん断耐力が上回るように、多くのせん断

補強筋を配する等の設計を行うことである。ただし、腰壁が先

に壊れて短柱とはならない場合もあり（写真21）、そのコントロ

ールは容易ではない。このような壁が取り付く柱の挙動を実験

等によりよく調べる必要があろう。これは、そのまま日本にも

あてはまる課題である。 

４）柱頭・柱脚の曲げ破壊または接合部での破壊 

写真22、23のように、柱の頭部および脚部で曲げ破壊し、鉄

筋の座屈やコンクリートの圧壊等が見られる破壊で、最終的に

はその階で倒壊する危険性もある。 

原因は、梁よりも先に柱にヒンジが出来ることであり、一般

に推奨されている weak beam strong column の考え方が実現で

きていないことである。この破壊を防止するためには、柱軸力

を考慮した上で、柱と梁の曲げ耐力比を適切に設定するといっ

た設計が求められる。日本でも1995年の兵庫県南部地震で梁よ

りも柱の先行降伏やせん断破壊が多く見られたことから、例え

ば構造計算ルート 2-3 では、確実に梁降伏を先行させるような

規定の改訂が行われた。 

５）階段が取り付く柱の破壊 

写真24は階段が取り付く柱の破壊であり、特に短柱となった

柱の部分では、大きな強制変形を受けるために 4)の「柱頭・柱



  

脚の曲げ破壊」が生じ易くなり、また、大きなせん断力が作用

することにより 3)の「短柱のせん断破壊」も生じ易い。これら

に起因する損傷が進むと、落階につながることもあり得る。こ

の対策としては、階段も考慮して架構の応力を算定するか、階

段に壁を設けて水平力を伝達できるようにするといった方法が

考えられる。なお、日本では階段に作用する水平力は階段が取

り付く壁に負担させるか、もしくは隣接する建物に負担させる

設計が一般的であるが、このような抵抗要素の明確化は有効な

設計上の考え方であると思われる。 

６）基礎と上部構造のずれ 

写真25は、基礎梁と上部構造の枠組み組積造の間にずれが生

じた被害形式である。この原因としては、写真26に示すように、

枠柱の主筋が基礎梁に緊結されていないことにある。 

ただし、多少のずれであればこれを許容することにより、上

部構造への入力せん断力を小さくしてその被害を軽減できる可

能性もあり、今後研究的に検討すべき課題と考えられる。 

７）組積壁の破壊・脱落 

組積壁は一般に、面内方向力（壁面に平行な力）には比較的

強いが、面外方向力（壁面に直交する力）に対する抵抗力はあ

まり大きくはない。そのため、面外方向力には直交壁で抵抗す

るのが有効であるが、当該壁と直交壁の接合部の強度が充分で

ない場合には、その部分で分離するように破壊し、結果として

壁は面外方向へ転倒するとともに、面内方向力へも抵抗できな

くなる。写真27はこのような状況を示すものであるが、これは

全世界の組積造建築物に共通の避けるべき課題である。 

このような、面外方向への破壊が適切に防止されれば、組積

壁は比較的大きな面内抵抗力を示すが、その耐力時には、小さ

な変形で脆性的にせん断破壊することが多く、大きな損傷を受

けやすい（写真28）。よって、地震応答変形が大きくなる建築物

に組積壁を利用する際には、破壊後の脱落などに対する慎重な

検討が望まれる。 

一方、組積壁を主として力を負担する部材ではなく、いわゆ

る非構造部材として利用している場合には、脱落の危険が適切

に排除されていて、かつ、柱や梁が健全であれば、建築物の耐

震性能はほとんど低下していないと考えられることから、写真

29 のような被害は許容されよう。しかしながら、地震後の建物

の機能性を考慮することも今後だんだん求められてくると思わ

れることから、そのような要求をいかに適切に充足していくか

は今後の重要な検討課題の一つである。 

 

 
写真27 組積壁の面外方向への破壊・転倒（漢旺） 

  

写真28 組積造方立て壁のせん断破壊（都江堰） 

 

写真29 非構造壁の破壊（漢旺） 



  

Ⅴ 復興状況 

震源に近い山間部の農村地区である映秀、震源から約90km東

北東に離れた山間部の町である漢旺、震源から約55km東北東に

離れた山間部の町である白鹿では、町全体が壊滅的な被害を受

けたと見られ、調査時点においても大半の住民が仮設住宅で生

活しており、山間部においては自らの手で住宅を再建している

姿も散見された。また、震源から約20km東に位置し、断層に近

い人口約25万人の都江堰市街地では、いたるところで４～６階

建て程度の枠組み組積造の集合住宅が大きな損傷を受けており、

多くの住民が仮設住宅で生活していた。しかし、１階が店舗で

２階以上が住宅となっている被害建物（構造形式は、１階が鉄

筋コンクリート造で２階以上が枠組み組積造）では、１階の損

傷の程度が比較的軽微である場合には１階の店舗のみが使用さ

れている建物も多く見られた（写真６参照）。今回の調査で面会

した成都市規画管理局の担当者によれば、都市部に比べて農村

地区の復興方法に大きな課題が残されているとのことであった。 

 

Ⅵ 中国の建築物の耐震設計基準 

中国における建築物の耐震基準の変遷は、1978 年に「工業お

よび民用建築抗震設計規範」（TJ11-78）、1989年に「建築抗震設

計規範」（GBJ11-89）、2001 年に「建築抗震設計規範」

（GB50011-2001）が制定されている。中国の耐震規定における

設計用地震入力は、12 段階の烈度によって規定されており、各

烈度に応じて設計用の入力加速度（設計用せん断力係数）が定

められている。また、建物の用途に応じて耐震等級（甲乙丙丁）

も定められている。中国政府は今回の地震を受け、2008 年７月

に耐震基準を見直している。その主な内容は、学校建築をはじ

め多くの人が集まる建築物の設計用せん断力係数のグレードを

１ランク引き上げたことと、被災地域の設計用せん断力係数を

引き上げたことである。なお、耐震規定の見直し作業が迅速に

行われたのは、約10年ごとに見直される基準の改定時期がたま

たま近かったことから、既にある程度の検討が進んでいたこと

がその背景にあるとのことであった。 

 

Ⅶ まとめ 

2008年11月4、5日に実施した現地調査の概要を示すととも

に、現地調査で見られた被害の分類、調査時点における復興状

況、中国の建築物の耐震設計基準について概説した。本調査に

より、建築物の被害パターンなどの地震被害の特徴を把握し、

今後さらに続けられる復興支援に関する技術協力等に資する情

報を収集することができた。 
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